
公益財団法人滋賀県農林漁業担い手育成基金の概要 
 

                                                                          令和 8 年 6 月 

 

１．法人の名称    公益財団法人 滋賀県農林漁業担い手育成基金 

             法人設立：昭和 57 年 3 月 10日 

             開始年度：昭和 56 年度 

             その他  ：・平成 19 年 4 月 1日付で、平成 19 年 3 月 31日付で解散した財

団法人滋賀県農地協会の財産と業務を引き継いだ。 

                  ・平成 20 年 12 月 1 日から施行された「公益法人制度改革三                             

法」に基づき、平成 24 年 4 月 1 日付で、財団法人滋賀県農林                             

漁業後継者特別対策基金」から「公益財団法人滋賀県農                             

林漁業担い手育成基金」へと移行した。 

                                ・平成 26 年 4 月 1 日に「農地中間管理機構」の指定を受け、同

年 7 月から事業開始 

 

２．事務局等         所 在 地：〒520-0807 大津市松本一丁目２－２０ 

                              滋賀県農業教育情報センター ２階  

               TEL：０７７－５２３－５５０５  FAX：０７７－５２４－０２４５ 

               E-mail：shiganou@sepia.ocn.ne.jp 

 

３．設立の目的    滋賀県において農林漁業に従事しようとし、または従事している青年等の研修

および仲間づくり活動等への援助を通じ、将来、地域や農林漁業を担う優れた

人材の確保育成を図るとともに、農用地の利用の効率化および高度化と農業構

造の改善を推進し、もって本県農林漁業の振興に寄与する。 

 

４．財   産 

                                                          （単位：千円） 

 
    財産種別       合計額             内  訳 

 

 

(公財)滋賀県農林漁

業担い手育成基金 

 

 

  

  

  

    基本財産 

 

 

 

  

 

 

    502,000 

     

 

 

    県      250,000 

    市町      100,000 

    農業団体    130,000 

    林業団体     10,000 

    漁業団体     10,000 

    農業会議        500 

    農業共済組合    500 

      県             1,000 ※      
                ※ については財団法人滋賀県農地協会の解散に伴い引き継いだ財産。 

 

５．事   業                                   

      （１）農林漁業の人材確保・育成対策                                

        ① 基金事業（基金の運用益による） 

        農林漁業への入口対策、就業後の定着対策 

          ② 青年農業者等育成事業（国、県の補助事業および県の委託事業による） 

        農林漁業への入口対策、就業対策、定着対策 

   

 （２）農地保有合理化対策 

          ① 農地中間管理事業（国、県の補助事業による） 

     ② 農地売買等事業（国、県の補助事業および売買差益による） 

 

 

           
                  



 
 
 
 
 
 

６．評 議 員                                                                   （順不同） 

   氏 名               所属職名  備 考 

 

  土井  典 

   北田 佳裕 

  伊夫伎 博夫 

   澤田 宣雄 

  南川 喜代和 

 辻 雅裕 

   奥野 忠 

   山田 純男 

   中村 武彦 

 

滋賀県農政水産部部長 

滋賀県農業協同組合中央会常務理事 

滋賀県森林組合連合会代表理事副会長 

滋賀県漁業協同組合連合会専務理事 

滋賀県市長会会長市（東近江市）の副市長 

滋賀県農業共済組合参事 

滋賀県信用農業協同組合連合会代表理事常務 

全国農業協同組合連合会滋賀県本部本部長 

全国共済農業協同組合連合会滋賀県本部本部長 

 

 

評議員長  

 

 

 

 

任期 ： 令和 6 年 6 月 18 日 ～ 選任後 4 年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時

評議員会の終結の時（令和 10 年 6 月予定）        

 

 

７．理    事                                                                   （順不同） 

  役  職       氏 名                    所属職名  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  理事長  

副理事長 

  理  事 

    〃   

    〃 

    〃 

   〃 

  〃 

    〃 

  〃 

監  事 

    〃 

   

    杲  一哉 

     西堀 欣弥 

     越後 宏規 

     森野  真 

     濱中 正人 

     櫻井 悟 

    地村 由貴人 

     田村 秀徳 

     千代 良明 

     内藤 正夫 

     塚本 忠雄 

中村 宣明  

 

滋賀県農政水産部次長 

一般社団法人滋賀県農業会議事務局長 

滋賀県農業協同組合中央会農業・地域対策部長 

滋賀県農政水産部技監 

滋賀県農業技術振興センター農業大学校長 

滋賀県森林組合連合会代表理事専務 

滋賀県漁業協同組合連合会参事 

滋賀県市長会事務局長 

滋賀県町村会事務局長 

滋賀県指導農業士会会長 

滋賀県信用農業協同組合連合会常勤監事 

株式会社日本政策金融公庫大津支店農林水産事業統轄 

 任期 ： 令和 8 年 6 月 25日 ～ 選任後 2 年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定

時評議員会の終結の時（令和 8 年 10 月予定）        

 

 

８．機   構                                                                    

  （評議員会） 

     評議員長      評議員（８） 
 

 

                                                                  

  （理事会） 

     理 事 長      副理事長       理事（８） 

 

                          監事（２）  

 

 

  

 

 



 

 

 

 

 

 

  （事務局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 
    

事務局長  

次長  

 
 
班長（次長兼務）※ 

事務主任(1) 

総務班  
 
班長（就農相談員兼務） 
考査役(次長兼務)※ 

就農相談員(1) 

 

基金班 

班長（局長兼務）

 

農地業務班 

（地域窓口） 

大津南部地域 

指導員(本部兼務) 

事務担当(本部兼務) 

   参与(1) ※※ 

 

※ は一般社団法人滋賀県農業会議職員と兼務 

甲賀地域 

指導員(1) 

事務担当(1) 

   参与(1) ※※ 

 

東近江地域 

指導員(2) 

事務担当(1) 

派遣職員(1) 

   参与(1) ※※ 

 

 湖東地域 

指導員(1) 

事務担当(1) 

   参与(1) ※※ 

 

 

湖北地域 

指導員(1) 

事務担当(1) 

   参与(1) ※※ 

 

高島地域 

指導員(局長兼務) 

事務担当(1) 

   参与(1) ※※ 

 

 

 

※※ は各地域の県農業農村振興事務所農産普及課長が平成 29 年 1 月より兼務  

 

 
 
考査役(1) （次長兼務） ※ 

指導員(4) 
システム主任(1) 
事務職員(1) 
派遣職員(2) 

農地業務班 

（本部） 


